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要旨要旨要旨要旨    

当社は、地域放送会社の１００％子会社として１９６６年 4月に誕生した。当初は新潟県内の自治体や民間企業
からの受託計算を主要業務としてスタートした。いわゆるホストコンピュータによるバッチ処理が主体である。そ
の後、首都圏発の受託ソフトウェア開発も手掛けている。首都圏へは東京支社を設置し展開している。現在の事業
は、マネジメントサービス事業・ソフトウェアプロダクト開発販売事業・ソリューション事業・アウトソーシング
事業の 4つを柱としている。当社は各地の地域情報サービス産業サービス産業さらには中国等の企業とパートナー
シップを結んで事業の展開を図っている。地元のユーザーの業務運用を手掛けて得た業務ノウハウを生かした業務
システムの開発を行い、新潟から発信していくことを目指している。 

 

1. はじめにはじめにはじめにはじめに    

地域情報サービス産業は、全国規模のメーカー系・ユーザー系の誕生を契機に１９６０年代後半から

各地に誕生し始めた。当社は１９６６年４月に地域放送会社の子会社としてスタートした。当初は、新

潟県内の自治体などの事務処理あるいは、民間企業や団体の事務処理の受託計算をしていた。並行して

首都圏のメーカーなどへソフトウェア開発要員の派遣も行っていた。その後、ソフトウェア開発は首都

圏で受注、新潟で製造と工程分割方式による首都圏と地方の製造コスト差で対応してきた。最近はオン

サイトでの開発案件が増加して来ているため、単純に首都圏と新潟での製造コスト差という図式だけで

は成り立たなくなってきている。当社は、地元企業案件のソフトウェア開発、ハード/ソフトのシステム

販売、業務パッケージ開発と販売、ＰＣ販売などを通じて得た業務ノウハウを活用してサービスメニュ

ーの多角化を図り、新潟県内の事業深耕と新潟県外への拡大を図ることが必要と考えている。 

 

2. 現在現在現在現在のののの事業範囲事業範囲事業範囲事業範囲とととと事業内容事業内容事業内容事業内容 

  

 現在の事業分野は大別すると、①「電子自治体」「電子政府」を実現するために総合行政システムの構

築および運用保守を行う公共分野公共分野公共分野公共分野である。パッケージシステムは、「総合行政情報ネットワークシステム」

「財務会計」「自治体向けグループウェア」「ガス水道料金システム」などがある。これらのシステムは、

受託計算業務から得た業務ノウハウをベースに構築したものである。②各種医療情報システムの構築運

用および経営分析システムなどの提供を行う医療分野医療分野医療分野医療分野である。パッケージシステムは、「病院情報管理シ

ステム」「財務会計・経営分析システム」「歯科診療報酬請求システム」「歯科電子カルテシステム」など

がある。また、病院の医事会計のアウトソーシングとして、医事課に専門要員を配置し、窓口業務を請

け負っている。③高齢化が進むと避けられない今後の重要な分野と位置付けている保健福祉分野保健福祉分野保健福祉分野保健福祉分野である。

保健福祉分野パッケージシステムは、「保健医療福祉総合情報ネットワークシステム」「介護保険システ

ム」「介護予防プラン作成支援システム」「健保組合向け健康管理システム」などがある。④企業／団体

の経営をサポートする様々な業務系システム、情報系システムなどの構築運用支援を行う産業分野産業分野産業分野産業分野であ

る。パッケージシステムは、「販売・生産管理等基幹系システム」「メディア向け営業システム」などが

ある。 

当社では、上記の各パッケージシステムには必ず愛称をつけ、社内に浸透させている。社員はユーザ

ーにもシステムの愛称を浸透させようと努力している。ユーザーがシステムを愛称で呼ぶことが喜びの
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一つでもある。 

 

前述の各事業分野について、次の４つの事業で対応している。①マネジメントサービス事業：ユーザ

ーのＩＴインフラの構築・保守・セキュリティ管理、オペレーション、ライセンス管理などのサポート、

②ソフトウェアプロダクト開発・販売事業：ユーザーからの委託によるソフトウェア開発・当社パッケ

ージソフトウェアの商品化と販売、③ソリューション事業：ユーザーのニーズや事業の将来を考え、ユ

ーザーの新しい分野の開拓やビジネスモデルの創造・提案、④アウトソーシング事業：ユーザーのＩＴ

関連業務をシステム開発から運用に至るまで、ユーザーの希望に合わせて業務を請け負う事業である。 

 

3. よりよりよりより良良良良いいいいシステムのシステムのシステムのシステムの提供提供提供提供をををを目目目目指指指指してしてしてして 

3.1. ＩＳＯＩＳＯＩＳＯＩＳＯなどへのなどへのなどへのなどへの対応対応対応対応 

 

当社では、より良いシステムの提供を目指して「「「「技術力技術力技術力技術力・・・・創造力創造力創造力創造力をををを磨磨磨磨きききき、、、、ユーザーユーザーユーザーユーザーのののの信頼信頼信頼信頼をををを得得得得てブラてブラてブラてブラ

ンドンドンドンド力力力力をををを高高高高めようめようめようめよう」」」」というスローガンを掲げている。 

情報システム開発は「品質」「コスト」「納期」という３つのトレードオフの関係となる要素が含まれ

ている。この３つの要素はバランスよくユーザーと合意することが求められる。最近では、それに加え

て「個人情報保護法」に合わせた対応も求められている。当社では、トレードオフの関係にある３要素

のバランスを検討する際の規準と個人情報保護をＩＳＯ等への対応活動を通じて社員に浸透させている。 

 

個人情報の取り扱いについては、適切な保護処置を講ずる体制を整備している事業者に付与される「「「「ププププ

ライバシーマークライバシーマークライバシーマークライバシーマーク（（（（個人情報保護対策個人情報保護対策個人情報保護対策個人情報保護対策））））」」」」を１９９９年４月に取得し従来からの個人情報保護対策をさら

に強化した。２００７年６月に２年ごとに行われる更新審査で、継続適合の認定を受けている。ＩＳＯ

関連では、品質システムの国際規格としてユーザーのご要望に即したシステムサービスを提供する事業

者として「ＩＳＯ「ＩＳＯ「ＩＳＯ「ＩＳＯ９００１９００１９００１９００１（（（（品質向上策品質向上策品質向上策品質向上策）」）」）」）」を１９９９年１１月に認証取得、地球環境保護・保全の国際

規格として環境にやさしい事業者として「ＩＳＯ「ＩＳＯ「ＩＳＯ「ＩＳＯ１４００１１４００１１４００１１４００１（（（（環境対策環境対策環境対策環境対策）」）」）」）」を２００２年６月に認証取得、

同年１０月に事故・災害から大切な情報資源を守るための情報セキュリテイを確保・維持している企業

として「ＩＳＭＳ（「ＩＳＭＳ（「ＩＳＭＳ（「ＩＳＭＳ（情報情報情報情報セキュリティセキュリティセキュリティセキュリティ対策対策対策対策）」）」）」）」を認証取得した。その後、これらの認証取得した対策を総

合的に運営している事業者として、２００４年６月に「「「「統合統合統合統合ＭＳ」ＭＳ」ＭＳ」ＭＳ」の認証を受け、２００７年１１月の

更新審査で継続適合認証を受けている。 

 

個人情報保護活動と統合ＭＳ活動は、日常の業務ルールとして定着してきていることが更新審査によ

り認められている。 

 

3.2. 「ｉ」「ｉ」「ｉ」「ｉ」宣言宣言宣言宣言のののの実施実施実施実施 

 

ＩＴＩＴＩＴＩＴによってによってによってによって人人人人々々々々のののの生活生活生活生活をもっとをもっとをもっとをもっと便利便利便利便利にしたいにしたいにしたいにしたい。。。。新潟新潟新潟新潟のののの街街街街をををを活性化活性化活性化活性化させたいさせたいさせたいさせたい。。。。未来未来未来未来をををを豊豊豊豊かにしたいかにしたいかにしたいかにしたい。。。。

そのようなそのようなそのようなそのような思思思思いをいをいをいを込込込込めめめめ「ｉ「ｉ「ｉ「ｉ宣言宣言宣言宣言」」」」をををを行行行行いましたいましたいましたいました。「ｉ。「ｉ。「ｉ。「ｉ宣言宣言宣言宣言」」」」ははははユーザーユーザーユーザーユーザーにベストソリューションをにベストソリューションをにベストソリューションをにベストソリューションを提案提案提案提案

するするするする誓誓誓誓いいいい。。。。さらにはシステムによりさらにはシステムによりさらにはシステムによりさらにはシステムにより人人人人々々々々のののの暮暮暮暮らしをすばらしいものにしてらしをすばらしいものにしてらしをすばらしいものにしてらしをすばらしいものにして行行行行くというくというくというくという思思思思いいいい。。。。そしてそしてそしてそして、、、、新新新新

潟潟潟潟のののの人人人人々々々々にもっとにもっとにもっとにもっと私私私私たちをたちをたちをたちを知知知知っていただきっていただきっていただきっていただき、、、、身近身近身近身近にににに感感感感じていただくためのじていただくためのじていただくためのじていただくための私私私私たちのたちのたちのたちの声声声声ですですですです。。。。 

２００７年１月に 「「「「人人人人ににににｉ。ｉ。ｉ。ｉ。 街街街街ににににｉ。ｉ。ｉ。ｉ。 未来未来未来未来ににににｉ。」ｉ。」ｉ。」ｉ。」をキーワードとして、新聞およびテレビで［ｉ

宣言］を行った。そして、社員ひとりひとりが、「ＩＴを通じての自分の思い・アイデア・希望など」を

社内の電子掲示板に発表した。このことは、情報システムを利用するユーザーの視点からの社員の認識

を再確認することができたと考えている。 
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3.3. 関連会社関連会社関連会社関連会社グループとしてのグループとしてのグループとしてのグループとしての活動活動活動活動 

 

ユーザーの情報システムの構築・運用の各フェーズにきめ細かく対応できる体制を具体化したものが

関連会社のグループである。ユーザーへのサービスメニューを充実させるため、当社は８つの関連会社

を配置し、ＢＳＮアイネットグループとしてユーザーに満足いただける体制を備えている。 

 

各社は、①①①①ＩＴＩＴＩＴＩＴスクエアスクエアスクエアスクエア：ＩＴコンサルティング、セキュリテイ対策などを担当している。②②②②ビーアビーアビーアビーア

イテックイテックイテックイテック：保守管理（ハード／ソフト）、ネットワーク管理などを担当している。③③③③エヌ・ティ・エスエヌ・ティ・エスエヌ・ティ・エスエヌ・ティ・エス：

システム開発、ＳＥ派遣などを担当している。④④④④新潟新潟新潟新潟インターネットサービスインターネットサービスインターネットサービスインターネットサービス：インターネットプロバ

イダーを担当している。⑤⑤⑤⑤エム・エス・シーエム・エス・シーエム・エス・シーエム・エス・シー：病院や医院の医療事務サポートを担当している。⑥⑥⑥⑥日本日本日本日本

ファシリティファシリティファシリティファシリティ：オフィスパートナーとして人材派遣などを担当している。⑦⑦⑦⑦新潟新潟新潟新潟データセンターデータセンターデータセンターデータセンター：デー

タセンターの運用を担当している。⑧⑧⑧⑧龍越龍越龍越龍越ソフトソフトソフトソフト：中国との合弁会社（2007.08設立）である。システム

のオフショア開発や日中両国のソフトウェアの流通などを担当している。 

 

3.4. コンプライアンスコンプライアンスコンプライアンスコンプライアンス憲章憲章憲章憲章のののの制定制定制定制定 

 

 企業が社会的責任を果たす、その根本として社員ひとりひとりの行動のバックボーンを再度確認する

ために、２００６年１２月に親会社であるＢＳＮ新潟放送が「ＢＳＮグループ行動規範」を制定した。

当社はそれを受け、独自に項目を追加した「ＢＳＮアイネット コンプライアンス憲章」を制定した。 

株式会社株式会社株式会社株式会社ＢＳＮＢＳＮＢＳＮＢＳＮアイネットのアイネットのアイネットのアイネットの経営理念経営理念経営理念経営理念であるであるであるである「「「「心心心心にににに豊豊豊豊かさをかさをかさをかさを」」」」にもとづきにもとづきにもとづきにもとづき、、、、私私私私たちたちたちたち（（（（ＢＳＮＢＳＮＢＳＮＢＳＮアイネアイネアイネアイネッッッッ

トのトのトのトの役員並役員並役員並役員並びにびにびにびに従業員等従業員等従業員等従業員等））））はははは、、、、情報情報情報情報サービスがわがサービスがわがサービスがわがサービスがわが国国国国のののの基幹産業基幹産業基幹産業基幹産業としてとしてとしてとして社会社会社会社会のののの健全健全健全健全なななな発展発展発展発展とととと公共公共公共公共のののの福祉福祉福祉福祉

にににに貢献貢献貢献貢献するものであることをするものであることをするものであることをするものであることを認識認識認識認識しししし、、、、高品質高品質高品質高品質かつかつかつかつ安全性安全性安全性安全性・・・・信頼性信頼性信頼性信頼性あるあるあるある情報情報情報情報サービスをサービスをサービスをサービスをユーザーユーザーユーザーユーザーにににに提供提供提供提供しししし、、、、

ユーザーユーザーユーザーユーザーをはじめとするをはじめとするをはじめとするをはじめとする全全全全てのステークホルダーてのステークホルダーてのステークホルダーてのステークホルダー（（（（利害関係者利害関係者利害関係者利害関係者））））のののの信頼信頼信頼信頼にににに応応応応えるためえるためえるためえるため、、、、あらゆるあらゆるあらゆるあらゆる情報情報情報情報ササササ

ービスのービスのービスのービスの提供及提供及提供及提供及びびびび企業活動企業活動企業活動企業活動においてにおいてにおいてにおいて、、、、ここにここにここにここに掲掲掲掲げるげるげるげる「「「「ＢＳＮＢＳＮＢＳＮＢＳＮアイネットアイネットアイネットアイネット    コンプライアンスコンプライアンスコンプライアンスコンプライアンス憲章憲章憲章憲章」」」」をををを遵遵遵遵

守守守守しししし行動行動行動行動をすることををすることををすることををすることを宣言宣言宣言宣言しますしますしますします。。。。 

内容は、①法令・規範の遵守、②安全で高品質な商品・サービスの提供、③人権の尊重、④健全な企業

活動、⑤適正な情報管理、⑥不正の防止体制、の６項目である。 

 

4. まとめまとめまとめまとめ 

当社をはじめとする地域情報サービス産業は「地域密着」を特徴として成長してきた。従って、地元

ユーザーをサポートすることが第一義である。そして、サポートして来たからこそ業務ノウハウを得る

ことができたのである。しかし、最新の技術動向やビジネスモデルなどは、やはり首都圏から情報を得

ることが多い。首都圏にアンテナを張り、業務ノウハウとビジネスモデルや最新技術を結びつけたより

良い業務システムの開発を行い地域のユーザーへ提供するとともに新潟県外へも発信していくことを目

指している。 

 

 


